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 入札の無効 ２の資格を有しない者又は入
札者に求められる義務を履行しない者の提出
した入札書は無効とする。
 契約書の作成の要否 要。
 落札者の決定方法 契約制限価格の制限の
範囲内で最低価格をもって有効な入札を行っ
た入札者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無。
 詳細は入札説明書等による。
５ Summary

 Contracting entity : Kazunori Yuki, Pre‑

sident of Hanshin Expressway Company Li‑

mited

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Personal Computer : 1,000 units

 Delivery period : 28 February 2017

 Delivery place : Hanshin Expressway

Company Limited

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under the Article 6 of the

Hanshin Expressway Company Limiteds

bylaw concerning the contract pro‑

cedures

 have submitted following papers with

an application form for tender

⒜ a copy of certificate of registered

matters

⒝ a paper of business career

⒞ financial statements

⒟ a copy of tax payment certificate

 not be stopped participating in Hanshin

Expressway Company Limiteds tenders

 not be subjected to the provisions for

exclusion from tender participation un‑

der the crime syndicate exclusion bylaw

of the Hanshin Expressway Company Li‑

mited and to the requirements specified

in the appendix of the aforementioned

bylaw between the date of the deadline

for an application form including its re‑

lated documents and the time of the

tender opening

 have proven to have equivalent experi‑
ence of delivery with the procurement
concerned
As shown in the tender documentation.

 Time‑limit for tender : 11 : 00 A.M. 14 Oc‑
tober 2016 (Tenders submitted by mail :
5 : 00 P.M. 13 October 2016)
 Contact point for the notice : Kazumi
Okayasu, Contract Management Group, Fi‑
nance and Accounting Department, Hans‑
hin Expressway Company Limited, 413,
Kyutaromachi, Chuo‑ku, Osaka‑shi, 541
0056, Japan TEL 0662528121

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
本公告に記載の工事は、技術資料を共通化でき
る２件の工事を対象に、一括して公告し、審査を
実施する試行工事である。
本件の参加にあたっては、電子入札システムに
おいて２件の工事が別々に案件登録されているの
で、複数の工事に参加を希望する場合は、参加を
希望する工事毎に申請書の提出が必要である。
平成 28 年８月 18 日

支出負担行為担当官
九州地方整備局長 小平田浩司

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 40
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名
 熊本325号災害復旧 阿蘇大橋地区工事
用道路（南阿蘇工区）工事
 熊本325号災害復旧 阿蘇大橋地区工事
用道路（大津工区）工事

 工事場所
 熊本県阿蘇郡南阿蘇村地先
 熊本県阿蘇郡南阿蘇村地先
 工事内容
 切土：235000
 切土：110000
 工期 契約締結の翌日から平成29年３月31
日まで
 本工事は、入札時に施工計画等の提案を受
け付け、価格以外の要素と価格を総合的に評
価して落札者を決定する総合評価落札方式
（技術提案評価型（Ｓ型））の工事のうち、品
質確保の為の体制その他の施工体制の確保状
況を確認し、施工内容を確実に実現できるか
どうかについて審査し、評価を行う施工体制
確認型総合評価落札方式の試行工事である。

 本工事は、一次審査の審査評価点の合計が
上位５社（ただし、５番目の審査評価点と同
点の者が複数いる場合は、その全ての者を含
む。）以外の競争参加者による入札は無効とす
る段階的選抜方式の適用工事である。
 本工事は、契約締結後に施工方法等の提案
を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事であ
る。ただし、総合評価に係る技術提案の範囲
は対象としない。
 本工事は、「建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律」（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
 本工事においては、資料の提出及び入札等
を電子入札システムにより行う。なお、紙入
札の申請に関しては、九州地方整備局総務部
契約課に承諾願を提出して行うものとする。
 本工事は、入札説明書等を電子入札システ
ムからダウンロードする適用工事である。
 本工事は、ＩＳＯ9001認証取得を活用した
監督業務等の取り扱いの対象工事である。た
だし、低入札価格調査の対象となった場合を
除く。
 本工事は、発注者が新たな積算方式として
「施工パッケージ型積算方式」の試行を行う
工事である。
 総価契約単価合意方式の適用
 本工事は、「総価契約単価合意方式」の対
象工事である。本工事では、契約変更等に
おける協議の円滑化に資するため、契約締
結後に、受発注者間の協議により総価契約
の内訳としての単価等について合意するも
のとする。
 本方式の実施方式としては、
イ 単価個別合意方式（工事数量総括表の
細別の単価（一式の場合は金額。ロにお
いて同じ。）のそれぞれを算出した上で、
当該単価について合意する方式）
ロ 包括的単価個別合意方式（工事数量総
括表の細別の単価に請負代金比率を乗じ
て得た各金額について合意する方式）が
あり、受注者が選択するものとする。た
だし、受注者が単価個別合意方式を選択
した場合において、の協議の開始の日
から14日以内に協議が整わないときは、
包括的単価個別合意方式を適用するもの
とする。

 受注者は、「包括的単価個別合意方式」を
選択したときは、契約締結後14日以内に、
契約担当課が契約締結後に送付する「包括
的単価個別合意方式希望書」に、必要事項
を記載の上、当該契約担当課に提出するも
のとする。
 その他本方式の実施手続は、「総価契約単
価合意方式実施要領」及び「総価契約単価
合意方式実施要領の解説」によるものとす
る。

 本工事は、『「公共工事の品質確保に関す
る新たな取組」の試行運用について』（Ｈ
18. 5.16国九整契第51２号他）に基づき、
入札説明書別紙１「低入札価格調査制度調査
対象工事に関する事項」により、低入札価格
調査制度調査対象工事に対する取り組みを行
う試行工事である。
 本工事において、調査基準価格を下回った
価格をもって契約する場合は、工事の監督補
助並びに安全対策を目的として、工事現場に
モニターカメラを設置するものとする。なお、
モニターカメラの設置費用については、工事
の監督補助として活用するものについては発
注者が負担するが、工事現場内の安全対策と
して活用するものについては受注者が負担す
るものとする。
 本工事において、調査基準価格を下回った
価格をもって契約する場合は、ビデオ撮影に
より不可視部分の出来形管理を行うものとす
る。なお、ビデオ撮影した映像については、
監督職員へ提出するものとする。
 本工事は、「共通仮設費（率分）のうち営繕
費」及び「現場管理費のうち労務管理費」の
下記に示す費用（以下「実績変更対象費」と
いう。）について、工事実施にあたって不足す
る技術者や技能者を広域的に確保せざるを得
ない場合も考えられることから、契約締結後、
労働者確保に要する方策に変更が生じ、土木
工事標準積算基準書の金額相当では適正な工
事の実施が困難になった場合は、実績変更対
象費の支出実績を踏まえて最終精算変更時点
で設計変更する試行工事である。
営繕費：労働者送迎費、宿泊費、借上費（宿
泊費、借上費については労働者確保に係る
ものに限る。）
労務管理費：募集及び解散に要する費用、賃
金以外の食事、通勤等に要する費用
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